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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  
  

(注)１ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 提出会社の第132期の１株当たり配当額８円50銭は、創立80周年記念配当１円50銭を含んでおります。 

  

回次 第132期中 第133期中 第134期中 第132期 第133期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等     
営業収益 (百万円) 11,307 10,923 13,534 22,288 21,990
経常利益 (百万円) 3,872 3,841 4,485 7,401 6,019
中間(当期)純利益 (百万円) 2,226 775 2,415 3,995 3,964
純資産額 (百万円) 91,428 94,762 102,665 96,362 97,417
総資産額 (百万円) 208,793 214,381 242,678 230,408 237,945
１株当たり純資産額 (円) 783.22 811.96 880.14 825.18 834.57

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 19.07 6.64 20.70 33.78 33.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.79 44.20 42.31 41.82 40.94

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,008 3,786 8,057 8,899 9,220

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,234 △4,267 △8,342 △4,750 △22,529

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,311 △12,481 △341 10,083 △604

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,234 3,041 1,465 16,004 2,091

従業員数 (人) 788 750 770 766 765
(2) 提出会社の経営指標等     
営業収益 (百万円) 10,338 9,881 12,463 20,320 19,834
経常利益 (百万円) 3,705 3,596 4,328 7,011 5,636
中間(当期)純利益 (百万円) 2,134 616 2,328 3,814 3,726
資本金 (百万円) 12,227 12,227 12,227 12,227 12,227
発行済株式総数 (千株) 116,851 116,851 116,851 116,851 116,851
純資産額 (百万円) 92,384 95,480 103,224 97,227 98,056
総資産額 (百万円) 208,831 214,520 242,731 230,748 238,012
１株当たり純資産額 (円) 791.41 818.12 884.92 832.64 840.10

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 18.28 5.28 19.96 32.29 31.58

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 3.50 3.50 4.50 8.50 7.00

自己資本比率 (％) 44.24 44.51 42.53 42.14 41.20
従業員数 (人) 66 61 58 62 60



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、関係会社における異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社に異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人数で関係会社からの出向者１名を含み、関係会社への出向者20名を含んでおりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

区分 
土地建物 
賃貸事業 

ビル管理事業 その他事業 全社(共通) 合計

従業員数(人) 29 665 3 73 770

従業員数(人) 58 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が堅調に拡大するとともに、企業部門の改善が家計部

門にも波及し、個人消費が緩やかに増加したほか、雇用情勢の改善も進むなど、景気は総じて回復基調で推移しました。 

オフィスビル業界におきましては、企業収益の回復に伴う需要の高まりによって、空室率の改善が進んだほか、東京都心部の

大型ビルを中心に募集賃料にも上昇傾向が見られました。 

こうした状況の下で、当社グループは積極的な営業活動を展開する一方、既存ビルのリニューアル工事を順次集中的に実施す

るなどテナントサービスの一層の向上に努めました結果、全体として高水準の入居状況を確保することができました。 

また、本年３月末に竣工しました「秋葉原ダイビル」（東京都千代田区所在、地上31階、地下２階、延床面積50,289㎡）およ

び同３月25日付で購入しました「商船三井ビルディング（虎ノ門ダイビル）」（東京都港区所在、地上16階、地下３階、延床面

積34,655㎡）が期首からフル稼働し、収益に大きく寄与いたしました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は13,534百万円と2,611百万円（前中間連結会計期間比23.9％）の増収、営業利益は

5,191百万円と932百万円（前中間連結会計期間比21.9％）の増益となりました。 

  

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

① 土地建物賃貸事業 

 上記「秋葉原ダイビル」および「商船三井ビルディング」の期首からの稼働により、売上高は11,361百万円と1,962百万円

（前中間連結会計期間比20.9％）の増収となりました。費用面では、上記２ビルの減価償却費および管理費等が増加いたしま

したが、諸経費の削減に努め、営業利益は5,426百万円と918百万円（前中間連結会計期間比20.4％）の増益となりました。 
② ビル管理事業 

 売上高は1,222百万円と20百万円（前中間連結会計期間比1.6％）の減収、営業利益は139百万円と10百万円（前中間連結会

計期間比6.8％）の減益となりました。 
③ その他事業 

 主に、「秋葉原ダイビル」関連のテナント内装工事等が増加したことにより、売上高は950百万円と669百万円（前中間連結

会計期間比237.7％）の増収、営業利益は85百万円と42百万円（前中間連結会計期間比97.8％）の増益となりました。 
  

営業外損益では、支払利息およびその他の営業外費用が増加いたしましたが、経常利益は4,485百万円と643百万円（前中間連結

会計期間比16.8％）の増益となりました。 
特別損益につきましては、前中間連結会計期間において特別利益として投資有価証券売却益1,941百万円、特別損失として減損損

失4,522百万円を計上したのに対して、当中間連結会計期間においては、「堂島ダイビル」の借地権の会計処理を変更したことに伴

う過年度償却額436百万円を計上いたしました。 
この結果、中間純利益は2,415百万円と1,639百万円（前中間連結会計期間比211.4％）の増益となりました。 
  

 (注)１ セグメント別の業績の売上高については、セグメント間の内部取引を含んでおりません。 

２ 所在地別セグメントについては、作成しておりませんので、業績の記載を省略しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は1,465百万円となり、前連結会計年

度末に比べて625百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動により得られた資金は8,057百万円となりました。新規２ビルの稼働による税金等調整前

中間純利益および減価償却費の増加に加え、法人税等の支払額の減少等により、前中間連結会計期間に比べて4,271百万円増加い

たしました。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間において投資活動により使用した資金は8,342百万円となりました。これは主に、秋葉原ダイビルの建築工

事および既存ビルの改修工事等による有形固定資産の取得による支出であり、前中間連結会計期間に比べて4,074百万円増加いた

しました。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間において財務活動により使用した資金は341百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済等による

ものであり、使用した資金は前中間連結会計期間に比べ12,140百万円減少いたしました。 

  

  



２ 【営業収益の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントごとの営業収益 

当中間連結会計期間における営業収益を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

土地建物賃貸事業 11,400 20.7 

ビル管理事業 1,979 △0.2 

その他事業 954 235.7 

小計 14,334 22.4 

消去又は全社 (799) ― 

合計 13,534 23.9 



(2) 土地建物賃貸事業による営業収益 

営業用の建物および土地の利用状況並びに運営方法は、次のとおりであります。 

１) 建物 

  

(注) １ 月額賃貸料は当中間連結会計期間末の月額室料です。 

２ 賃室収益(総額)は、当中間連結会計期間中に発生した室料のほか、貸室附帯収益として借室者の負担に属する電気料、冷

暖房料、清掃料等を含んでおります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

運営方法 

１ 賃貸契約期間は主に２カ年であり、その期間満了ごとに契約を更改しております。ただし、堂島ダイビルの

賃貸契約期間は20カ年、淀屋橋ダイビルの賃貸契約期間は13カ年、北梅田ダイビルの賃貸契約期間は10カ

年、エステート土佐堀の賃貸契約期間は20カ年、ヴィオレット宝塚の賃貸契約期間は25カ年、新宿ダイビル

の賃貸契約期間は15カ年、ダイビル久我山寮の賃貸契約期間は18カ年であります。 

２ 室料はその月分を毎月末に徴収しており、その際、借室者の負担に属する電気料、冷暖房料、清掃料等を貸

室附帯費として併せて徴収しております。 

３ 契約締結と同時に、敷金及び保証金を受入れております。 

  

区分 面積又は金額(百万円) 前年同期比(％) 

所有総面積 494,991㎡ 23.6 

内訳   

 共用面積 89,880㎡ 33.9 

 自用面積 24,994㎡ 4.9 

 貸付可能面積 380,117㎡ 22.8 

  内貸付面積   

   貸室面積 323,275㎡ 22.2 

   駐車場面積 40,966㎡ 25.0 

小計 364,241㎡ 22.5 

月額賃貸料 1,456 21.3 

貸室収益(総額) 11,148 21.0 

消去又は全社 (39) ― 

計 11,109 21.2 



２) 土地 

  

(注) １ 月額賃貸料は当中間連結会計期間末の月額賃貸料です。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３) 貸駐車場収益 

  

(注) １ 月額賃貸料は当中間連結会計期間末の月額賃貸料です。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 面積又は金額(百万円) 前年同期比(％) 

所有総面積 785,796㎡ 1.3 

内訳   

 貸付面積 88㎡ △90.6 

 営業用建物敷地 85,636㎡ 14.8 

 その他の用地 700,072㎡ △0.0 

月額賃貸料 0 ― 

貸地収益(総額) 3 △76.4 

消去又は全社 ― ― 

計 3 △76.4 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

月額賃貸料 42 13.9 

駐車場賃貸収益 248 13.4 

消去又は全社 ― ― 

計 248 13.4 



(3) ビル管理事業による営業収益 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) その他事業による営業収益 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ビル管理 1,725 △0.9 

マンション管理 164 8.0 

その他 89 △0.5 

小計 1,979 △0.2 

消去又は全社 (757) ― 

計 1,222 △1.6 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

工事請負高 901 326.2 

不動産仲介収入 19 28.5 

その他 33 △41.6 

小計 954 235.7 

消去又は全社 (3) ― 

計 950 237.7 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備の取得および売却を行いました。その内容は次のとおりであります。 

（１）主要な設備の取得 

（提出会社） 

（２）主要な設備の売却 

（提出会社） 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

並びに重要な設備計画の完了はありません。 

  

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 所在地 用途 構造 

面積 帳簿価額

取得年月
建物
(㎡) 

土地
(㎡) 

建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計 
(百万円) 

ランテルナ 
西萩 

東京都 
杉並区 
西萩北 
一丁目 

賃貸 
マンション 

鉄筋コンクリー
ト造 
地上６階 
地下１階 

3,977 1,842 411 612 4 1,029 平成17年
５月 

ライン 
ハウス 
青木公園 

埼玉県 
川口市 
西青木 
五丁目 

賃貸 
マンション 

鉄筋コンクリー
ト造 
地上４階 

502 333 14 37 1 53 平成17年
５月 

ランテルナ 
野毛 

東京都 
世田谷区 
野毛 
二丁目 

賃貸 
マンション 

鉄筋コンクリー
ト造 
地上３階 

2,185 2,760 174 536 6 717 平成17年
６月 

ランテルナ 
山王 

東京都 
品川区 
大井 
七丁目 

賃貸 
マンション 

鉄筋コンクリー
ト造 
地上３階 

1,259 1,265 78 350 0 429 平成17年
６月 

事業所名 所在地 用途 構造 

面積 帳簿価額

売却年月
建物
(㎡) 

土地
(㎡) 

建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計 
(百万円) 

川口建物 

大阪市 
西区 
川口 
四丁目 

貸事務所 
及び 
貸倉庫 

鉄骨造 
一部木造 
地上２階１棟 
鉄骨造 
地下１階２棟 

1,424 1,794 54 241 1 297 平成17年
８月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減じる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 116,851,049 同左

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 116,851,049 同左 ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に

係る株式であります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 116,851,049 ― 12,227 ― 13,850

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社商船三井 大阪市北区中之島三丁目６番32号 59,527 50.94 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 5,802 4.97 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,145 4.40 

関西電力株式会社 大阪市北区中之島三丁目６番16号 2,953 2.53 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,394 2.05 

モルガン・スタンレーアンド 
カンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社） 

1585 ブロードウェイ ニューヨーク，
ニューヨーク 10036，米国 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号） 

2,118 1.81 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社） 

25 カボット スクエア，カナリー ワ
ーフ，ロンドン Ｅ14 ４ＱＡ，英国 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号） 

1,786 1.53 

ドレスナー バンク エージー 
フランクフルト エクイティー
ズ カスタマーズ アカウント 
（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行） 

ユルゲン－ポント－プラッツ １，Ｄ－
60301 フランクフルト／マイン，独国 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１
号） 

1,497 1.28 

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社） 

133 フリート ストリート ロンドン
ＥＣ４Ａ ２ＢＢ，英国 
（東京都港区六本木六丁目10番１号） 

1,054 0.90 

ジェーピーエムシービー ユー
エスエー レジデンツ ペンシ
ョン ジャスデック レンド 
385051 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行）  

270 パーク アベニュー，ニューヨー
ク，ＮＹ 10017，米国 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,047 0.90 

計 ― 83,326 71.31 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,800株(議決権58個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式77株が含まれております。 

３ 平成17年９月１日付で１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 普通株式 203,300

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

1,165,746 同上 
116,574,600

単元未満株式 普通株式 73,149 ― 同上 

発行済株式総数 116,851,049 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,165,746 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
ダイビル株式会社 

大阪市北区中之島 
三丁目６番32号

203,300 ― 203,300 0.17 

計 ― 203,300 ― 203,300 0.17 



２ 【株価の推移】 

【当中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 
平成17年 
４月 

平成17年 
５月 

平成17年
６月 

平成17年
７月 

平成17年 
８月 

平成17年 
９月 

最高(円) 890 875 812 810 870 936

最低(円) 789 750 756 776 764 811



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)

及び前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)並びに当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)の中間連結財務諸表及び中間財務

諸表について、あずさ監査法人の中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     3,041 1,465   2,091 

２ 受取手形     ― 68   ― 

３ 営業未収入金     308 393   854 

４ 有価証券     ― 19   19 

５ たな卸資産     61 26   62 

６ 繰延税金資産     388 611   544 

７ その他     88 103   816 

流動資産合計     3,889 1.8 2,688 1.1   4,389 1.8

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 (※１)         

(1) 建物及び構築物 (※２) 48,113   64,449 64,049   

(2) 土地   125,963   143,932 142,514   

(3) 建設仮勘定   9,518   420 484   

(4) その他   305 183,901 85.8 611 209,414 86.3 632 207,680 87.3

２ 無形固定資産     1,306 0.6 118 0.0   1,382 0.6

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   23,844   28,590 23,032   

(2) 繰延税金資産   76   59 75   

(3) その他   1,515   2,059 1,535   

貸倒引当金   △151 25,285 11.8 △252 30,456 12.6 △151 24,492 10.3

固定資産合計     210,492 98.2 239,989 98.9   233,556 98.2

資産合計     214,381 100.0 242,678 100.0   237,945 100.0

            



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ １年以内返済 
  長期借入金     3,274 5,834   839 

２ コマーシャル 
  ペーパー     3,000 3,500   3,000 

３ 未払法人税等     2,070 637   257 

４ その他     1,637 3,011   7,392 

流動負債合計     9,981 4.7 12,983 5.3   11,490 4.8

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     35,000 50,000   50,000 

２ 長期借入金     40,474 34,812   40,220 

３ 受入敷金・保証金     22,126 25,577   25,260 

４ 繰延税金負債     5,132 7,261   5,192 

５ 再評価に係る 
  繰延税金負債     5,626 8,333   7,105 

６ 退職給付引当金     721 589   657 

７ 役員退職慰労引当金     342 235   385 

８ その他     1 1   1 

固定負債合計     109,425 51.0 126,811 52.3   128,822 54.2

負債合計     119,407 55.7 139,794 57.6   140,312 59.0

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     211 0.1 218 0.1   215 0.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     12,227 5.7 12,227 5.0   12,227 5.1

Ⅱ 資本剰余金     13,850 6.5 13,852 5.7   13,852 5.8

Ⅲ 利益剰余金     52,355 24.4 53,144 21.9   52,976 22.3

Ⅳ 土地再評価差額金     8,215 3.8 12,167 5.0   10,374 4.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金     8,190 3.8 11,398 4.7   8,091 3.4

Ⅵ 自己株式     △76 △0.0 △124 △0.0   △104 △0.0

資本合計     94,762 44.2 102,665 42.3   97,417 40.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計     214,381 100.0 242,678 100.0   237,945 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益     10,923 100.0 13,534 100.0   21,990 100.0

Ⅱ 営業原価     5,828 53.4 7,505 55.5   13,240 60.2

営業総利益     5,095 46.6 6,028 44.5   8,749 39.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (※１)   836 7.6 837 6.1   1,653 7.5

営業利益     4,258 39.0 5,191 38.4   7,095 32.3

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   26   39 51   

２ 受取配当金   198   210 283   

３ その他   32 257 2.4 26 276 2.0 50 385 1.7

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   628   706 1,236   

２ 貸倒引当金繰入額   ―   116 ―   

３ その他   45 673 6.2 159 982 7.3 225 1,461 6.6

経常利益     3,841 35.2 4,485 33.1   6,019 27.4

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益   1,941 1,941 17.8 ― ― ― 4,317 4,317 19.6

Ⅶ 特別損失           

１ 過年度借地権償却額   ―   436 ―   

２ 減損損失 (※２) 4,522 4,522 41.4 ― 436 3.2 4,522 4,522 20.6

税金等調整前中間 
(当期)純利益     1,261 11.6 4,049 29.9   5,814 26.4

法人税、住民税 
及び事業税   2,029   648 1,937   

法人税等調整額   △1,554 475 4.4 981 1,630 12.1 △102 1,835 8.3

少数株主利益     10 0.1 3 0.0   14 0.1

中間(当期)純利益     775 7.1 2,415 17.8   3,964 18.0

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    13,850 13,852   13,850

Ⅱ 資本剰余金増加高      

自己株式処分差益  ― ― 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

   13,850 13,852   13,852

       

(利益剰余金の部)      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    52,214 52,976   52,214

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間(当期)純利益  775 775 2,415 2,415 3,964 3,964

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  583 408 992 

２ 役員賞与  51 46 51 

３ 土地再評価差額金取崩額  ― 635 1,793 2,247 2,158 3,202

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

   52,355 53,144   52,976

       



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

 1,261 4,049 5,814 

減価償却費  1,719 2,331 3,479 

過年度借地権償却額  ― 436 ― 

減損損失  4,522 ― 4,522 

貸倒引当金の増加額  ― 101 ― 

退職給付引当金の減少額  △40 △67 △105 

役員退職慰労引当金の 
増加額(△は減少) 

 40 △149 83 

受取利息及び受取配当金  △224 △249 △335 

支払利息  628 706 1,236 

投資有価証券売却益  △1,941 ― △4,317 

販売用不動産評価損  ― 37 ― 

受入敷金・保証金の 
増加額 

 297 316 3,431 

差入敷金・保証金の 
減少額(△は増加) 

 △8 3 △1 

売上債権の減少額 
(△は増加) 

 58 392 △488 

たな卸資産の減少額 
(△は増加) 

 0 △1 0 

仕入債務の増加額 
(△は減少) 

 △105 △388 484 

未払不動産取得税等の 
増加額 

 ― 46 704 

役員賞与支払額  △52 △47 △52 

その他  28 1,217 △582 

小計  6,181 8,735 13,873 

利息及び配当金の受取額  224 249 335 

利息の支払額  △656 △706 △1,270 

法人税等の支払額  △1,963 △222 △3,717 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,786 8,057 9,220 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得 
による支出 

 △6,901 △8,692 △28,430 

有形固定資産の売却 
による収入 

 27 280 278 

投資有価証券の取得 
による支出 

 △12 △10 △12 

投資有価証券の売却 
による収入 

 2,599 6 5,596 

貸付金の回収による収入  18 21 38 

その他  ― 52 ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,267 △8,342 △22,529 



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

短期借入金の純増加額 
(△は減少) 

 △7,000 500 △7,000 

長期借入れによる収入  ― 6 200 

長期借入金の返済 
による支出 

 △4,889 △418 △7,778 

社債の発行による収入  ― ― 15,000 

自己株式の取得 
による支出 

 △7 △19 △33 

配当金の支払額  △583 △408 △992 

少数株主への 
配当金の支払額 

 △0 △0 △0 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △12,481 △341 △604 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △12,962 △625 △13,913 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 16,004 2,091 16,004 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 3,041 1,465 2,091 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社 

   関西建物管理㈱ 

   ㈱大阪オールサービス 

   ㈱エスカ 

   ㈱堂島エステート 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社 

同左 

 (2) 非連結子会社  ２社 

   大阪建物㈱ほか 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純利益及び

利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いません。 

 (2) 非連結子会社  ２社 

   大阪建物㈱ほか 

   (連結の範囲から除いた理由) 

同左 

 (2) 非連結子会社  ２社 

   大阪建物㈱ほか 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純利益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社(２社)は、それぞ

れ中間純利益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないので、持

分法を適用していません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社はありませ

ん。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の数 ３社 

非連結子会社 大阪建物㈱ほ

か 

関連会社   ㈱クロスフィ

ールドマネジ

メント 

持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純利益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないので、持分法を適用し

ていません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社はありませ

ん。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の数 ３社 

非連結子会社 大阪建物㈱ほ

か 

関連会社   ㈱クロスフィ

ールドマネジ

メント 

持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純利益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないので、持分法を適用し

ていません。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社４社の中間決算日

は、中間連結決算日と同一であり

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の事業年度は連結事

業年度と同一であります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算出しております。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は主として移動平均

法により算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②たな卸資産 

   販売用不動産 

    個別法による原価法 

  ②たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

  ②たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く。)については、定額

法によっております。なお、耐

用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と

同一の基準(ただし、提出会社

所有のダイビルの建物の耐用年

数は残存使用可能期間に基づく

10年であります。)によってお

ります。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

   定額法によっております。 

  ②無形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

同左 

――― ――― 

  

  

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額

費用処理しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

   なお、簡便法によっているた

め、退職給付債務の金額は責任

準備金等としております。 

  ②退職給付引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

   なお、簡便法によっているた

め、退職給付債務の金額は責任

準備金等としております。 

  ③役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間連

結会計期間末現在の見積額を引

当計上しております。 

  ③役員退職慰労引当金 

同左 

  ③役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく連結会

計年度末現在の見積額を引当計

上しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   当社の金利スワップは、特例

処理の要件を満たしており、当

該処理を採用しております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   金融機関からの変動金利の借

入に対して、金利スワップによ

り固定金利の支払にしておりま

す。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

   当社の内部規程に基づき、金

利変動リスクをヘッジしており

ます。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、中間連結会

計期間末日における有効性の評

価を省略しております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、決算期末日

における有効性の評価を省略し

ております。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



(会計処理の変更) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により、税金等調整前中間純利益は

4,522百万円減少しております。な

お、減損損失累計額については、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き当該資産の金額から直接控除して

おります。 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り、税金等調整前当期純利益は

4,522百万円減少しております。な

お、減損損失累計額については、改

正後の連結財務諸表規則に基づき当

該資産の金額から直接控除しており

ます。 

――― (借地権の償却) 

従来、堂島ダイビル（大阪市北区

所在）に隣接する建物の上空の地上

権は、法人税法の規定に基づき償却

を行わず、取得原価で「借地権」と

して資産計上しておりましたが、当

中間連結会計期間より、「投資その

他の資産」の「その他」（長期前払

費用）に計上し、賃借契約期間で均

等償却する方法に変更しておりま

す。 

この変更は、テナントである㈱Ａ

ＮＡホテル大阪と当社との賃貸借契

約を20年間の「定期建物賃貸借契

約」として更改したことを契機に、

同借地権の会計処理について検討し

た結果、借地権の賃借契約期間で均

等償却し営業費用として認識するこ

とにより、当該ビルの投資採算のよ

り厳格な算定に資することができ、

適切な費用配分に基づく合理的な期

間損益計算を行い、かつ、財政状態

のより健全化を図るため、当該契約

更改の収益に対する影響が通期に亘

る当連結会計年度から、会計処理を

変更することにしたものでありま

す。 

なお、この変更により当中間連結

会計期間対応分９百万円を営業原価

に、過年度対応分436百万円を特別

損失に計上した結果、従来の方法と

比較して営業利益、経常利益は９百

万円減少し、税金等調整前中間純利

益は445百万円減少しております。 

また、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。 

――― 



 (追加情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法) 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割55百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

――― 

  

(法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法) 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割88百万円を販売費

及び一般管理費として処理しており

ます。 



注記事項 
１) 中間連結貸借対照表関係 

  

  
２) 中間連結損益計算書関係 

  

  

前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は60,747百万円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は64,456百万円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は62,270百万円でありま
す。 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳 
   ヴィオレット宝塚の建物の取

得価額は、地方公共団体から
の補助金の受け入れにより、
384百万円圧縮記帳しており
ます。 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳
同左 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳 
同左 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりです。 

役員報酬 169百万円

従業員給料手当 283百万円

退職給付費用 17百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

46百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりです。 

役員報酬 151百万円

従業員給料手当 265百万円

退職給付費用 8百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

39百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

役員報酬 337百万円

従業員給料手当 562百万円

退職給付費用 26百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

90百万円

※２ 減損損失 
当中間連結会計期間におい
て、以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしま
した。 

当社グループは、キャッシ
ュ・フローを生み出す最小単
位として、賃貸資産ごとにグ
ルーピングしております。地
価の著しい下落により、上記
資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を
減損損失（4,522百万円）と
して特別損失に計上いたしま
した。 
なお、上記資産グループのう
ち、連結子会社（㈱堂島エス
テート）が所有する大阪市北
区の貸事務所（堂北ダイビ
ル）については回収可能価額
を使用価値により測定してお
り、将来キャッシュ・フロー
を6.0％で割引いて算定して
おります。また、その他の貸
店舗等については、正味売却
価額により測定しており、公
示価格等に基づき評価してお
ります。 

場所 用途 種類 減損損失

大阪市北区 
(堂北ダイビル) 

貸事 
務所 

土地 
4,335

百万円

その他 
貸店 

舗等 
土地 

186

百万円

――― ※２ 減損損失 
当連結会計年度において、以
下の資産グループについて減
損損失を計上いたしました。 

当社グループは、キャッシ
ュ・フローを生み出す最小単
位として、賃貸資産ごとにグ
ルーピングしております。地
価の著しい下落により、上記
資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を
減損損失（4,522百万円）と
して特別損失に計上いたしま
した。 
なお、上記資産グループのう
ち、連結子会社（㈱堂島エス
テート）が所有する大阪市北
区の貸事務所（堂北ダイビ
ル）については回収可能価額
を使用価値により測定してお
り、将来キャッシュ・フロー
を6.0％で割引いて算定して
おります。また、その他の貸
店舗等については、正味売却
価額により測定しており、公
示価格等に基づき評価してお
ります。 

場所 用途 種類 減損損失 

大阪市北区 

(堂北ダイビル) 

貸事 

務所 
土地 

4,335

百万円

その他 
貸店 
舗等 

土地 
186

百万円



３) 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 3,041百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

―百万円

現金及び 
現金同等物 

3,041百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,465百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

―百万円

現金及び 
現金同等物 

1,465百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,091百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

―百万円

現金及び
現金同等物 

2,091百万円



４) リース取引関係 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
( 工 具 器
具・備品) 

121
 

84
 

37

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
( 工 具 器
具・備品) 

88 66 21

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

 減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

その他
( 工 具 器
具・備品)

100 69
 

30

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しており

ます。 

同左   なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

１年以内 18百万円

１年超 18百万円

合計 37百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 12百万円

１年超 8百万円

合計 21百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。 

１年以内 15百万円

１年超 15百万円

合計 30百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸主側) 

 未経過リース料 

１年以内 675百万円

１年超 3,037百万円

合計 3,712百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(貸主側) 

 未経過リース料 

１年以内 4,988百万円

１年超 37,583百万円

合計 42,572百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(貸主側) 

 未経過リース料 

１年以内 3,274百万円

１年超 33,222百万円

合計 36,496百万円



５) 有価証券関係 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

６) デリバティブ取引関係 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

  

区分 前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 29 29 0 19 19 △0 19 19 0

社債 2,025 2,071 46 2,019 2,080 60 2,022 2,093 71

計 2,055 2,101 46 2,039 2,099 60 2,042 2,113 71

(2) その他有価証券 取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 7,829 21,629 13,800 7,217 26,421 19,204 7,217 20,849 13,632

その他 ― ― ― 1 1 0 1 1 0

計 7,829 21,629 13,800 7,218 26,423 19,205 7,218 20,850 13,632

内容 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 20 22 22 

(2) その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 139 124 136 

計 159 147 159 



７) セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 土地建物賃貸事業……オフィスビル等建物賃貸、土地賃貸、駐車場賃貸 

(2) ビル管理事業…………ビル清掃、設備管理、保安 

(3) その他事業……………工事請負、不動産仲介 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前中間連結会計期間443百万円、当中間連結会

計期間461百万円、前連結会計年度860百万円であり、いずれもその主なものは、中間連結財務諸表提出会社の本社総務部

等管理部門に係る費用であります。 

４ 会計処理の変更 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、借地権の償却を行ったことにより、従来と同

じ方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、土地建物賃貸事業が９百万円増加し、営業利益は同額減

少しております。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
土地建物 
賃貸事業 
(百万円) 

ビル
管理事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

9,399 1,242 281 10,923 ― 10,923

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

48 740 2 792 (792) ―

計 9,448 1,982 284 11,715 (792) 10,923

営業費用 4,939 1,833 240 7,014 (349) 6,664

営業利益 4,508 149 43 4,701 (442) 4,258

  
土地建物 
賃貸事業 
(百万円) 

ビル
管理事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

11,361 1,222 950 13,534 ― 13,534

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

39 757 3 799 (799) ―

計 11,400 1,979 954 14,334 (799) 13,534

営業費用 5,973 1,840 868 8,682 (339) 8,343

営業利益 5,426 139 85 5,651 (460) 5,191

  
土地建物 
賃貸事業 
(百万円) 

ビル
管理事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

18,375 2,562 1,051 21,990 ― 21,990

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

95 1,464 7 1,568 (1,568) ―

計 18,471 4,027 1,059 23,558 (1,568) 21,990

営業費用 10,935 3,763 906 15,604 (710) 14,894

営業利益 7,536 263 153 7,953 (857) 7,095



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度について、本邦以外の国又は地域に連結子会

社及び在外支店がないため、記載すべき事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度について、海外売上高がないため、記載すべ

き事項はありません。 

  

８) １株当たり情報 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

区分 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 811円96銭 880円14銭 834円57銭 

１株当たり中間(当期)純利益 6円64銭 20円70銭 33円57銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

― ― ― 

  潜在株式調整後1株当たり

中間純利益については、

潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益       

中間(当期)純利益(百万円) 775 2,415 3,964 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 46 

(うち利益処分による役員賞与金

(百万円)) 
― ― 46 

普通株式に係る 

中間(当期)純利益(百万円) 
775 2,415 3,918 

普通株式の期中平均株式数(千株) 116,709 116,657 116,700 



９）重要な後発事象 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

親会社の異動について 

平成16年９月８日に当社の主要株主である株式会社商船三井は、同社取締役会において当社普通株式の公

開買付けを行う旨の決議をし、当社は同日開催の取締役会において、当該公開買付けについて賛同するこ

とを決議いたしました。当該公開買付けは平成16年９月15日から平成16年10月14日まで実施され、株式会

社商船三井が当該公開買付けを通じて、当社普通株式27,300千株を取得した結果、同社の所有に係る議決

権の数が総株主の議決権の過半数を占めることとなり、平成16年10月21日付をもって同社が親会社となり

ました。 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  
(2) 【その他】 
該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     2,776 1,154   1,757

２ 受取手形     ― 68   ―

３ 営業未収入金     192 221   696

４ たな卸資産     49 11   49

５ 繰延税金資産     325 547   486

６ その他     42 93   833

流動資産合計     3,385 1.6 2,097 0.9   3,823 1.6

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 (※１)   182,172 84.9 207,704 85.6   205,956 86.5

(1) 建物 (※２)   47,220 63,493   63,055

(2) 土地     124,705 142,673   141,255

(3) 建設仮勘定     9,518 420   484

(4) その他     728 1,115   1,159

２ 無形固定資産     1,299 0.6 98 0.0   1,362 0.6

３ 投資その他の資産     27,663 12.9 32,831 13.5   26,870 11.3

(1) 投資有価証券     26,222 30,978   25,420

(2) その他     1,592 2,105   1,601

貸倒引当金     △ 151 △ 252   △ 151

固定資産合計     211,135 98.4 240,633 99.1   234,189 98.4

資産合計     214,520 100.0 242,731 100.0   238,012 100.0

            



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ １年以内返済 
長期借入金   3,274 5,834  839

２ コマーシャル 
ペーパー   3,000 3,500  3,000

３ 未払法人税等   1,995 580  218

４ その他 (※３) 1,408 2,714  7,116

流動負債合計   9,677 4.5 12,629 5.2  11,174 4.7

Ⅱ 固定負債     

１ 社債   35,000 50,000  50,000

２ 長期借入金   42,900 37,305  42,672

３ 受入敷金・保証金   22,154 25,594  25,281

４ 繰延税金負債   2,795 4,925  2,856

５ 再評価に係る 
繰延税金負債   5,626 8,333  7,105

６ 退職給付引当金   613 486  553

７ 役員退職慰労引当金   270 230  311

８ その他   1 1  1

固定負債合計   109,362 51.0 126,877 52.3  128,781 54.1

負債合計   119,040 55.5 139,507 57.5  139,956 58.8

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   12,227 5.7 12,227 5.0  12,227 5.1

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   13,850 13,850 13,850  

２ その他資本剰余金   ―  2 1  

資本剰余金合計   13,850 6.5 13,852 5.7  13,852 5.8

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金   1,876 1,876 1,876  

２ 任意積立金   49,664 49,664 49,664  

３ 中間(当期) 
未処分利益   1,532 2,162 2,075  

利益剰余金合計   53,073 24.7 53,702 22.2  53,615 22.5

Ⅳ 土地再評価差額金   8,215 3.8 12,167 5.0  10,374 4.4

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金   8,190 3.8 11,398 4.7  8,091 3.4

Ⅵ 自己株式   △ 76 △0.0 △ 124 △0.1  △ 104 △0.0

資本合計   95,480 44.5 103,224 42.5  98,056 41.2

負債資本合計   214,520 100.0 242,731 100.0  238,012 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益     9,881 100.0 12,463 100.0   19,834 100.0

Ⅱ 営業原価     5,212 52.7 6,780 54.4   11,843 59.7

営業総利益     4,669 47.3 5,682 45.6   7,991 40.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     622 6.3 634 5.1   1,225 6.2

営業利益     4,046 41.0 5,047 40.5   6,765 34.1

Ⅳ 営業外収益 (※１)   238 2.4 277 2.2   364 1.8

Ⅴ 営業外費用 (※２)   689 7.0 996 8.0   1,493 7.5

経常利益     3,596 36.4 4,328 34.7   5,636 28.4

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益   1,931 1,931 19.5 ― ― ― 4,306 4,306 21.7

Ⅶ 特別損失           

１ 過年度借地権償却額   ―   436 ―   

２ 子会社株式評価損 (※３) 4,514 4,514 45.7 ― 436 3.5 4,514 4,514 22.7

税引前中間 
(当期)純利益     1,012 10.2 3,892 31.2   5,428 27.4

法人税、住民税 
及び事業税   1,955   593 1,815   

法人税等調整額   △1,559 395 4.0 970 1,563 12.5 △112 1,702 8.6

中間(当期)純利益     616 6.2 2,328 18.7   3,726 18.8

前期繰越利益     916 1,626   916 

中間配当額     ― ―   408 

土地再評価差額金 
取崩額     ― △1,793   △2,158 

中間(当期) 
未処分利益     1,532 2,162   2,075 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法) 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定しており

ます。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

   販売用不動産 

    個別法による原価法 

 (2) たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

 (2) たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

   商品・貯蔵品 

    先入先出法による原価法 

   商品・貯蔵品 

同左 

   商品・貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く。)については、定額

法によっております。 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準(ただし、

ダイビルの建物の耐用年数は残

存使用可能期間に基づく10年で

あります。)によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

――― ――― 

  

３ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費は、支出時に全額費

用処理しております。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   なお、簡便法によっているた

め、退職給付債務の金額は責任

準備金等としております。 

 (2) 退職給付引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

   なお、簡便法によっているた

め、退職給付債務の金額は責任

準備金等としております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末現在の見積額を引当計上して

おります。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末現

在の見積額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   当社の金利スワップは、特例

処理の要件を満たしており、当

該処理を採用しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   金融機関からの変動金利の借

入に対して、金利スワップによ

り固定金利の支払にしておりま

す。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

   当社の内部規程に基づき、金

利変動リスクをヘッジしており

ます。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、中間決算期

末日における有効性の評価を省

略しております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、決算期末日

における有効性の評価を省略し

ております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に終了

する事業年度に係る財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当中

間会計期間から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り、当社が直接所有する有形固定資産

に係る影響はありませんが、連結子会

社（㈱堂島エステート）が所有する賃

貸ビル等を減損処理したことに伴い、

「子会社株式評価損」を特別損失とし

て計上したため、税引前中間純利益は

4,514百万円減少しております。 

――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に終了

する事業年度に係る財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。これにより、当

社が直接所有する有形固定資産に係る

影響はありませんが、連結子会社（㈱

堂島エステート）が所有する賃貸ビル

等を減損処理したことに伴い、同社株

式を評価減することによる「関係会社

株式評価損」を特別損失として計上し

たため、税引前当期純利益は4,514百

万円減少しております。 

――― (借地権の償却) 

従来、堂島ダイビル（大阪市北区所

在）に隣接する建物の上空の地上権

は、法人税法の規定に基づき償却を行

わず、取得原価で「借地権」として資

産計上しておりましたが、当中間会計

期間より、「投資その他の資産」の

「その他」（長期前払費用）に計上

し、賃借契約期間で均等償却する方法

に変更しております。 

この変更は、テナントである㈱ＡＮ

Ａホテル大阪と当社との賃貸借契約を

20年間の「定期建物賃貸借契約」とし

て更改したことを契機に、同借地権の

会計処理について検討した結果、借地

権の賃借契約期間で均等償却し営業費

用として認識することにより、当該ビ

ルの投資採算のより厳格な算定に資す

ることができ、適切な費用配分に基づ

く合理的な期間損益計算を行い、か

つ、財政状態のより健全化を図るた

め、当該契約更改の収益に対する影響

が通期に亘る当事業年度から、会計処

理を変更することにしたものでありま

す。 

なお、この変更により当中間会計期

間対応分９百万円を営業原価に、過年

度対応分436百万円を特別損失に計上

した結果、従来の方法と比較して営業

利益、経常利益は９百万円減少し、税

引前中間純利益は445百万円減少して

おります。 

――― 



 (追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当中間会計期間から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割55百万円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。 

――― （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当事業年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割87百万円を販売費及び一

般管理費として処理しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、59,931百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、63,606百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、61,436百万円でありま

す。 

※２ 建物の圧縮記帳 

   建物にかかる地方公共団体か

らの補助金の受け入れによる

圧縮記帳累計額は384百万円

であります。 

※２ 建物の圧縮記帳 

同左 

※２ 建物の圧縮記帳 

同左 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺して130百万円

を流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺して305百万円

を流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 4百万円

受取配当金 203百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 17百万円

受取配当金 215百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 7百万円

受取配当金 289百万円

有価証券利息 43百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 366百万円

社債利息 277百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 326百万円

社債利息 397百万円

貸倒引当金 

繰入額 116百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 700百万円

社債利息 568百万円

※３ 

固定資産の減損に係る会計基準を適

用したことに伴い、連結子会社であ

る㈱堂島エステートが所有する賃貸

ビル等を減損処理したことにより、

同社株式を評価減したものでありま

す。 

――― 

  

※３ 

固定資産の減損に係る会計基準を適

用したことに伴い、連結子会社であ

る㈱堂島エステートが所有する賃貸

ビル等を減損処理したことにより、

同社株式を評価減したものでありま

す。 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,688百万円

無形固定資産 1百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,285百万円

無形固定資産 4百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,418百万円

無形固定資産 3百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(工具器具 
・備品) 

72
 

50
 

22

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(工具器具 
・備品) 

44 31 12

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

 減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

その他
(工具器具
・備品) 

56 39
 

16

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しており

ます。 

同左   なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

１年以内 10百万円

１年超 12百万円

合計 22百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 8百万円

１年超 3百万円

合計 12百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。 

１年以内 8百万円

１年超 8百万円

合計 16百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸主側) 

 未経過リース料 

１年以内 675百万円

１年超 3,037百万円

合計 3,712百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(貸主側) 

 未経過リース料 

１年以内 4,988百万円

１年超 37,583百万円

合計 42,572百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(貸主側) 

 未経過リース料 

１年以内 3,274百万円

１年超 33,222百万円

合計 34,496百万円



  (有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

  (１株当たり情報) 

  

  
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

区分 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 818円12銭 884円92銭 840円10銭 

１株当たり中間(当期)純利益 5円28銭 19円96銭 31円58銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

― ― ― 

  潜在株式調整後1株当たり

中間純利益については、潜

在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益  

中間(当期)純利益(百万円) 616 2,328 3,726 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 40 

(うち利益処分による役員賞与金
(百万円)) 

― ― 40 

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円) 

616 2,328 3,685 

普通株式の期中平均株式数(千株) 116,709 116,657 116,700 



  (重要な後発事象) 

前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

親会社の異動について 

平成16年９月８日に当社の主要株主である株式会社商船三井は、同社取締役会において当社普通株式の公

開買付けを行う旨の決議をし、当社は同日開催の取締役会において、当該公開買付けについて賛同するこ

とを決議いたしました。当該公開買付けは平成16年９月15日から平成16年10月14日まで実施され、株式会

社商船三井が当該公開買付けを通じて、当社普通株式27,300千株を取得した結果、同社の所有に係る議決

権の数が総株主の議決権の過半数を占めることとなり、平成16年10月21日付をもって同社が親会社となり

ました。 

当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成17年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額…………………………………………… 524百万円 

(2) １株当たりの金額…………………………………………………………… 4円50銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………………平成17年12月9日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対して、支払いを行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第133期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

ダイビル株式会社 

 取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイビ

ル株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ダイビル株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  牧  美  喜  男  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  髙  野  文  雄  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  北  山  久  恵  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

ダイビル株式会社 

 取 締 役 会 御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイビ

ル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ダイビル株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は借地権について、従来法人税法の規定に基づき償却を行わず、取得原価で

「借地権」として資産計上していたが、当中間連結会計期間より、「投資その他の資産」の「その他」（長期前払費

用）に計上し、賃借契約期間で均等償却する方法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  牧  美  喜  男  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  髙  野  文  雄  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  北  山  久  恵  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

ダイビル株式会社 

 取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイビ

ル株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第133期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ダイビル株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  牧  美  喜  男  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  野  文  雄  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  北  山  久  恵  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

ダイビル株式会社 

 取 締 役 会 御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイビ

ル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第134期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ダイビル株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は借地権について、従来法人税法の規定に基づき償却を行わず、取得原価で

「借地権」として資産計上していたが、当中間会計期間より、「投資その他の資産」の「その他」（長期前払費用）に

計上し、賃借契約期間で均等償却する方法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  牧  美  喜  男  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  野  文  雄  ㊞ 

     

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  北  山  久  恵  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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